
自衛隊機事故の抜本的再発防止と那覇空港の民間専用化を求める意見書 

 

報道によると、６月３日の午後１時２４分ごろ、那覇空港で離陸滑走中の民間航空機の

前を航空自衛隊那覇ヘリコプター輸送隊に所属するＣＨ４７Ｊ輸送ヘリが管制官の指示

を受けずに横切って飛行したために民間航空機は急きょ離陸を中止した。その直後、着陸

のために同じ滑走路に進入中だった別の民間航空機がそのまま着陸する事になり、衝突す

る危険性があった。 

一連のトラブルによる負傷者や機体の損壊はないが、一歩間違えれば大参事になりかね

ない。 

今回発生した事故は、航空機の衝突事故を起こしかねない重大インシデントとして運輸

安全委員会が調査を行い、自衛隊機の確認が不十分であった事が明らかになった。 

滑走路増設に向けた那覇空港事務所の調査によると、那覇空港の発着数は羽田、成田、

福岡に次ぐ１４万８千回（２０１３年度）であり、日中のピーク時の１時間当たりの滑走

路処理能力を既に超え、２０１５年までには夏場を中心に航空旅客需要に対応できなくな

る可能性を指摘され、那覇空港の運用は限界に来ている。 

そういう状況で、これまでにも１９８５年に自衛隊機と旅客機の接触で旅客機エンジン

が破損、２０１３年には戦闘機のパンクで滑走路が約１時間閉鎖され、２千人余に影響が

出るなど自衛隊機が原因となった事故がたびたび発生している。 

観光立県として好調であるが、過密状態に加え、自衛隊機の混在は那覇空港の安全性を

損ね、県民はもとより本県を訪れる観光客にも大きな不安を与え、観光振興からも看過で

きない。 

 安全性をおろそかにした経済の発展はありえず、現滑走路の適正運用を目指し、沖縄の

空の安全確保と同空港の民間専用化は必要不可欠である。 

 よって本町議会は、今回の自衛隊機事故に対し強く抗議し、危険と隣り合わせにある軍

民共用那覇空港における抜本的な再発防止策を講じ、民間航空機と利用者の安全確保のた

めに同空港の民間専用化を早期に実現することを強く要請する。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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